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手
厚
い
負
担
軽
減
策 

　

10
月
の
消
費
増
税
に
際
し
て
は
、
手
厚

い
負
担
軽
減
策
が
講
じ
ら
れ
る
。
前
回
14

年
の
増
税
時
の
家
計
負
担
増
が
、
個
人
消

費
を
長
期
に
わ
た
り
冷
え
込
ま
せ
た
と
の

反
省
か
ら
で
あ
る
。

　

前
回
は
、
消
費
増
税
に
加
え
、
厚
生
年

金
保
険
料
の
引
き
上
げ
や
年
金
給
付
の
引

き
下
げ
が
実
施
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
政
府

に
よ
る
家
計
支
援
策
も
限
ら
れ
て
い
た
。

こ
の
た
め
、
マ
ク
ロ
で
見
る
と
家
計
部
門

の
ネ
ッ
ト
負
担
増
は
7
・
9
兆
円
に
上
っ

た
。
こ
れ
に
対
し
、
今
回
は
ネ
ッ
ト
1
・

4
兆
円
の
負
担
増
加
に
と
ど
ま
る
見
込
み

で
あ
る
。

　

具
体
的
に
は
、
負
担
増
加
が
消
費
税
2

ポイント
分
5
・
7
兆
円
、
た
ば
こ
税
や
所
得
税

見
直
し
の
影
響
0
・
6
兆
円
の
計
6
・
3

兆
円
で
あ
る
の
に
対
し
、
負
担
軽
減
は
①

軽
減
税
率
導
入
効
果
1
・
1
兆
円
②
年
金

生
活
者
支
援
給
付
金
0
・
5
兆
円
③
幼
児

教
育
の
無
償
化
0
・
6
兆
円
④
高
等
教
育

の
無
償
化
0
・
5
兆
円
、
⑤
プ
レ
ミ
ア
ム

付
き
商
品
券
0
・
1
兆
円
⑥
キ
ャ
ッ
シ
ュ

レ
ス
決
済
ポ
イ
ン
ト
還
元
0
・
2
兆
円
な

ど
計
4
・
9
兆
円
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
た
め
、
前
回
は
1
世
帯
当
た
り
で

見
た
ネ
ッ
ト
負
担
増
が
年
15
万
円
に
上
っ

た
の
に
対
し
、
今
回
は
年
3
万
円
程
度
に

抑
え
ら
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。

　

も
っ
と
も
、
負
担
軽
減
策
の
効
果
は
、

す
べ
て
の
世
帯
に
一
様
に
及
ぶ
わ
け
で
は

な
い
。
そ
こ
で
以
下
で
は
、
ま
ず
今
回
の

消
費
増
税
の
負
担
軽
減
策
の
概
要
を
整
理

し
た
上
で
、
そ
の
効
果
を
世
帯
タ
イ
プ
別

に
試
算
し
て
み
た
。

負
担
軽
減
策
の
内
容

　

①
軽
減
税
率
の
導
入

　

軽
減
税
率
は
、
現
行
税
率
と
同
じ
8
％

で
あ
り
、「
酒
類
・
外
食
を
除
く
飲
食
料
品
」

と
「
定
期
購
読
契
約
が
締
結
さ
れ
た
週
2

回
以
上
発
行
さ
れ
る
新
聞
」
に
適
用
さ
れ

る
。
軽
減
税
率
の
導
入
は
「
低
所
得
者
に

配
慮
す
る
観
点
か
ら
」
実
施
さ
れ
る
政
策

と
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
消
費
税
の
問

題
点
と
し
て
よ
く
指
摘
さ
れ
る
、
低
所
得

者
ほ
ど
税
負
担
の
収
入
比
が
大
き
く
な
る

「
逆
進
性
」
の
緩
和
が
目
的
で
あ
る
。

　

②
年
金
生
活
者
支
援
給
付
金

　

低
年
金
者
に
は
、
月
5
0
0
0
円
、
年

消
費
増
税
、世
帯
タ
イ
プ
別
の
影
響

中
低
所
得
の
子
育
て
層
は
受
け
取
り
超
に

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部 

主
任
研
究
員

小
方
尚
子

解 説

　
本
年
10
月
に
実
施
が
予
定
さ
れ
て
い
る
消
費
増
税
に
際
し
て
は
、
手
厚
い
負
担
軽
減
策
が
講
じ
ら
れ
る
。
1
世
帯
当
た

り
の
ネ
ッ
ト
の
平
均
負
担
増
は
、
前
回
2
0
1
4
年
の
消
費
増
税
時
に
は
年
15
万
円
に
も
上
っ
た
が
、
今
回
は
年
3
万
円

程
度
に
抑
え
ら
れ
る
見
込
み
で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
負
担
軽
減
策
の
効
果
は
世
帯
タ
イ
プ
で
大
き
く
異
な
り
、
消
費
増
税

に
よ
る
負
担
増
加
は
、
年
金
世
帯
、
単
身
勤
労
者
世
帯
に
集
中
す
る
形
と
な
る
。
こ
の
た
め
、
企
業
と
し
て
は
今
回
の
消

費
増
税
に
際
し
て
、
ネ
ッ
ト
受
け
取
り
超
と
な
る
子
育
て
世
帯
の
特
需
発
生
、
ネ
ッ
ト
負
担
増
と
な
る
年
金
・
単
身
勤
労

者
世
帯
の
支
出
抑
制
の
両
面
で
対
策
を
講
じ
、
増
税
に
よ
る
マ
イ
ナ
ス
影
響
を
抑
制
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

お
が
た・な
お
こ　
東
京
大
教
養
卒
。

89
年
三
井
銀
行（
現
三
井
住
友
銀
行
）

入
行
と
同
時
に
三
井
銀
総
合
研
究
所

（
現
日
本
総
合
研
究
所
）出
向
、01
年

4
月
よ
り
現
職
。05
年
3
月
法
政
大

院
修
士
課
程（
経
済
学
）修
了
。
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間
6
万
円
が
19
年
10
月
か
ら
支
給
さ
れ
る
。

65
歳
以
上
で
収
入
が
老
齢
基
礎
年
金
（
年

約
78
万
円
）
に
満
た
な
い
年
金
受
給
者

6
1
0
万
人
、
障
害
年
金
も
し
く
は
遺
族

年
金
の
受
給
者
2
0
0
万
人
が
対
象
と
な

る
。

　

65
歳
以
上
で
年
収
が
78
万
〜
88
万
円
の

1
6
0
万
人
に
も
、
所
得
水
準
に
応
じ
一

部
が
支
給
さ
れ
る
。
軽
減
税
率
と
同
様
に
、

逆
進
性
の
緩
和
を
目
指
し
た
低
所
得
者
へ

の
再
分
配
強
化
策
で
あ
る
。

　

③
幼
児
教
育
の
無
償
化

　

幼
児
教
育
の
無
償
化
の
対
象
は
、
す
べ

て
の
世
帯
の
3
〜
5
歳
の
子
ど
も
の
幼

稚
園
、
保
育
所
の
利
用
料
で
あ
り
、
住
民

税
非
課
税
の
低
所
得
世
帯
で
は
、
0
〜

2
歳
児
保
育
も
対
象
と
な
る
。
19
年
10
月

か
ら
実
施
さ
れ
る
。

　

な
お
、
こ
れ
ま
で
も
、
所
得
水
準
に
応

じ
、
所
得
が
低
い
ほ
ど
保
育
料
は
低
く
設

定
さ
れ
て
き
た
。
例
え
ば
、
生
活
保
護
世

帯
で
は
無
償
化
が
完
了
し
て
い
る
。
ま
た
、

保
育
園
の
場
合
、
年
収
5
0
0
万
円
世
帯

の
第
1
子
で
は
、
年
間
約
50
万
円
の
負
担

で
あ
る
の
に
対
し
、
年
収
7
5
0
万
円
世

帯
で
は
同
90
万
円
と
な
っ
て
い
る
。
標
準

利
用
料
が
上
限
と
な
る
が
、
こ
れ
ら
が
無

償
化
さ
れ
る
こ
と
で
、
幼
児
1
人
当
た
り

の
無
償
化
の
恩
恵
は
、
高
所

得
世
帯
ほ
ど
大
き
く
な
る
。

　

④
高
等
教
育
の
無
償
化

　

高
等
教
育
の
無
償
化
は
、

低
所
得
世
帯
の
大
学
、
短
大
、

高
専
、
専
門
学
校
の
入
学
金

と
授
業
料
が
対
象
で
、
給
付

型
奨
学
金
も
支
給
さ
れ
る

（
図
表
1
）。
例
え
ば
、
私
立

大
学
に
通
う
下
宿
生
の
場
合
、

入
学
年
度
は
年
間
総
額
で

1
8
7
万
円
が
支
給
上
限
額

と
な
る
。

　

年
収
約
2
7
0
万
〜

3
8
0
万
円
未
満
の
世
帯
に

は
満
額
の
3
分
の
2
ま
た
は
3
分
の
1
が

支
給
さ
れ
る
。
実
施
は
20
年
4
月
か
ら
で

あ
る
が
、
20
年
度
新
入
生
だ
け
で
な
く
在

学
生
に
も
給
付
さ
れ
る
。

　

⑤
プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券

　

低
所
得
世
帯
と
3
歳
未
満
の
子
ど
も
が

い
る
世
帯
を
対
象
に
、
4
0
0
円
の
支
払

い
で
5
0
0
円
分
の
買
い
物
が
で
き
る
商

品
券
を
発
行
す
る
。
対
象
世
帯
は
、
最
大

2
万
円
ま
で
購
入
で
き
る
の
で
、
補
助
金

額
は
最
大
5
0
0
0
円
と
な
る
。
利
用
可

能
期
間
は
本
年
10
月
か
ら
来
年
3
月
ま
で

の
6
カ
月
間
限
定
の
措
置
で
あ
る
。

　

⑥
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
ポ
イ
ン
ト
還

元
　

サ
ー
ビ
ス
を
含
む
中
小
小
売
店
で
消
費

者
が
キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
決
済
を
す
る
と
、

ポ
イ
ン
ト
が
還
元
さ
れ
る
。
還
元
率
は
、

中
小
企
業
で
5
％
、
大
手
企
業
傘
下
の
フ

ラ
ン
チ
ャ
イ
ズ
店
の
場
合
は
2
％
と
な
る

（
図
表
2
）。
こ
れ
は
本
年
10
月
か
ら
来
年

6
月
ま
で
の
9
カ
月
間
限
定
の
措
置
と
な

る
。

　

政
府
の
想
定
通
り
で
あ
れ
ば
、
世
帯
当

た
り
5
0
0
0
円
弱
が
還
元
さ
れ
る
と
試

算
さ
れ
る
。
し
か
し
、
予
算
の
上
限
が
不

確
定
で
あ
る
上
、
決
済
手
数
料
負
担
へ
の

懸
念
な
ど
を
背
景
に
中
小
企
業
で
普
及
が

進
ま
な
い
可
能
性
が
あ
る
。
こ
の
た
め
、

以
下
の
試
算
で
は
、
こ
の
普
及
の
遅
れ
の

可
能
性
や
デ
ー
タ
の
制
約
な
ど
か
ら
、
こ

の
効
果
は
除
外
し
た
。

世
帯
タ
イ
プ
別
の
負
担
軽
減
額

　

前
記
①
〜
⑤
の
対
策
効
果
を
世
帯
タ
イ

プ
別
に
試
算
す
る
と
、
最
も
負
担
軽
減
額

が
大
き
く
な
る
の
は
、
子
ど
も
が
い
る
世

帯
を
含
む
「
2
人
以
上
の
勤
労
者
世
帯
」

で
あ
る
（
図
表
3
）。
こ
れ
は
、
幼
児
教

育
と
高
等
教
育
の
二
つ
の
無
償
化
政
策
の

効
果
が
大
き
い
た
め
で
あ
る
。

　

ま
ず
、
幼
児
教
育
の
無
償
化
の
効
果
に

（注）年収は、両親・学生・中学生から成るモデル世帯の場合の目
安金額。金額は概数。成績、出席率、進学目的等の要件を満た
した場合。

（出所）文部科学省「高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針
の概要」

〈図表1〉高等教育無償化の概要

270 未満

学校
入学金 授業料 自宅生

上記の 5～7割

上記の 5～7割

上記の 3分の 2

上記の 3分の 1

無し

（年額、万円）

下宿生
授業料等減免 給付型奨学金

380以上

年収
（万円）

270～ 300
未満

300～ 380
未満

大学
短期大学
専門学校
高専

28
17
7
8

35

46 91

80
54
39
17
23

26
25
16
13

70
62
59
70

大学
短期大学
専門学校
高専

国
公
立

私
立

（注）中小企業は、卸売業では資本金1億円以下または常用雇用者100
人以下、小売業では資本金5,000万円以下または常用雇用者50
人以下、サービス業では資本金5,000万円以下または常用雇用
者100人以下、その他業種では資本金３億円以下または常用雇
用者300人以下。

（出所）経済産業省「キャシュレス・消費者還元事業 決済事業者向け登録
要領のポイント」

〈図表2〉ポイント還元企業の消費税実負担率              

決済方法 現金 キャッシュレス

事業者

（2019年 10月～ 2020年６月）

すべて

0％

8％

10％

0％

8％

10％

2％

6％

8％

5％

3％

5％

大企業 中小企業

ポイント
還元率
軽減税率
対象品

大企業
フランチャイズ店

軽減税率
非対象品
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つ
い
て
見
る
と
、
負
担
軽
減
額
は
年
収

7
5
0
万
円
の
世
帯
で
年
5
万
円
、
年
収

1
0
0
0
万
円
世
帯
で
年
3
万
円
と
な
る
。

年
収
1
0
0
0
万
円
世
帯
で
は
世
帯
当
た

り
の
幼
児
の
人
数
が
少
な
い
た
め
、
平
均

で
見
た
負
担
軽
減
額
は
年
収
7
5
0
万
円

世
帯
を
下
回
る
。
低
所
得
世
帯
で
は
、
も

と
も
と
保
育
料
が
低
く
抑
え
ら
れ
て
い
た

た
め
、
幼
児
教
育
無
償
化
の
恩
恵
は
小
さ

い
。
例
え
ば
、
年
収
2
5
0
万
円
世
帯
で

は
、
負
担
軽
減
額
は
年
2
万
円
に
も
満
た

な
い
。

　

一
方
、
高
等
教
育
の
無
償
化
の
恩
恵
は
、

年
収
2
7
0
万
円
未
満
の
低
所
得
世
帯
の

み
が
享
受
し
、
年
9
万
円
の
負
担
が
軽
減

さ
れ
る
。

　

以
上
を
踏
ま
え
る
と
、
2
人
以
上
の
勤

労
者
世
帯
で
は
、
所
得
階
層
別
の
負
担
軽

減
額
が
、
年
収
2
5
0
万
円
の
世
帯
で
年

13
万
円
と
最
も
多
く
な
り
、
高
所
得
世
帯

の
ほ
ぼ
2
倍
に
上
る
。

　

こ
れ
に
対
し
て
、
年
金
世
帯
と
単
身
勤

労
者
世
帯
で
は
、
負
担
軽
減
効
果
は
小
幅

と
な
る
見
通
し
で
あ
る
。
年
金
世
帯
の
う

ち
、
低
年
金
者
に
は
年
6
万
円
の
年
金
生

活
者
支
援
給
付
金
が
支
給
さ
れ
る
が
、
年

金
世
帯
全
体
の
平
均
で
は
、
負
担
軽
減
額

は
軽
減
税
率
導
入
の
効
果
を
含
め
て
も
年

3
万
円
に
と
ど
ま
る
。

　

さ
ら
に
、
単
身
勤
労
者
世
帯
で
は
、
対

象
と
な
る
負
担
軽
減
策
が
軽
減
税
率
の
導

入
の
み
に
限
ら
れ
る
。
し
か
も
、
軽
減
対

象
と
な
ら
な
い
外
食
へ
の
支
出
比
率
が
高

い
た
め
、
軽
減
税
率
の
効
果
が
小

さ
く
な
り
、
負
担
軽
減
額
は
年
1

万
円
に
と
ど
ま
る
。

世
帯
タ
イ
プ
別
の
ネ
ッ
ト
負
担
軽
減
額

　

所
得
比
で
見
た
ネ
ッ
ト
の
負
担

増
減
も
、
世
帯
タ
イ
プ
ご
と
に
ば

ら
つ
き
が
表
れ
る
見
通
し
で
あ
る
。

年
収
1
0
0
0
万
円
未
満
の
中
低

所
得
の
2
人
以
上
の
勤
労
者
世
帯

で
は
、
負
担
軽
減
額
が
消
費
増
税

額
を
上
回
り
、
ネ
ッ
ト
で
受
け
取

り
超
と
な
る
（
図
表
4
）。
可
処

分
所
得
比
で
は
、
年
収
7
5
0
万

円
世
帯
で
は
0
・
1
％
、
年
収

5
0
0
万
円
世
帯
で
は
0
・
3
％

と
、
ほ
ぼ
負
担
増
を
相
殺
す
る
程

度
に
と
ど
ま
る
。

　

一
方
、
年
収
2
5
0
万
円
世
帯
で
は

3
・
6
％
と
、
家
計
収
支
に
対
す
る
プ
ラ

ス
影
響
が
大
き
く
な
る
。
つ
ま
り
、
消
費

税
の
「
逆
進
性
」
は
、
各
種
の
負
担
軽
減

策
に
よ
り
、
2
人
以
上
の
勤
労
者
世
帯
に

限
っ
て
み
れ
ば
、
政
府
の
狙
い
通
り
緩
和

さ
れ
る
見
通
し
で
あ
る
。

　

こ
れ
と
は
対
照
的
に
、
年
金
世
帯
で
は

消
費
増
税
額
が
負
担
軽
減
額
を
上
回
る
た

め
、
0
・
6
％
の
ネ
ッ
ト
負
担
超
と
な
る
。

さ
ら
に
、
単
身
勤
労
者
世
帯
で
は
よ
り
負

担
が
重
く
、
1
・
0
％
の
ネ
ッ
ト
負
担
超

と
な
る
。
今
回
の
消
費
増
税
に
よ
る
負
担

増
は
、
年
金
世
帯
や
単
身
勤
労
者
世
帯
に

集
中
す
る
形
で
あ
る
。

個
人
消
費
へ
の
影
響

　

こ
う
し
た
世
帯
間
の
所
得
増
減
の
違
い

は
、
消
費
動
向
に
影
響
を
及
ぼ
す
と
み
ら

れ
る
。
ま
ず
、
可
処
分
所
得
が
増
え
る
年

収
2
5
0
万
円
前
後
の
2
人
以
上
の
勤
労

者
世
帯
で
は
、
増
税
後
に
消
費
が
拡
大
す

る
可
能
性
が
高
い
。

　

一
般
に
、
所
得
が
減
少
し
て
家
計
が
節

約
に
走
る
場
合
、
光
熱
費
な
ど
の
必
需
的

な
支
出
は
さ
ほ
ど
減
ら
な
い
も
の
の
、
ぜ

い
た
く
品
な
ど
選
択
的
支
出
は
大
き
く
減

る
傾
向
が
あ
る
。
消
費
総
額
が
1
％
増
加

す
る
場
合
の
各
費
目
の
変
化
率
を
支
出
弾

（注1）プレミアム商品券は６ヵ月限定の総額。
（注2）年金世帯は、世帯主が65歳以上無職の世帯。年収は推定。
（注3）教育無償化は、各世帯の年齢別・在学者別世帯員分布を基に１世帯当たり

の平均対象者数を算出。　
（出所）総務省「家計調査報告」、財務省「平成31年度予算のポイント」などを基に

日本総合研究所作成

〈図表3〉世帯タイプ別の負担軽減額（年額）

（注1）消費増税負担は軽減税率導入効果を除く。
（注2）世帯区分は図表３に同じ。
（出所）総務省「家計調査報告」、財務省「平成31年度予算のポイント」などを基に

日本総合研究所作成

〈図表4〉世帯タイプ別の負担増減の可処分所得比
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力
性
と
呼
び
、
例
え
ば
1
・
2
％
増
え
る

費
目
は
、
支
出
弾
力
性
が
1
・
2
で
あ
る

と
さ
れ
る
。

　

こ
の
支
出
弾
力
性
が
高
い
も
の
を
年
収

2
5
0
万
円
世
帯
に
つ
い
て
見
る
と
、
品

目
が
限
ら
れ
る
。
所
得
水
準
が
低
く
、
消

費
額
が
限
ら
れ
る
た
め
、
支
出
内
容
も
必

需
品
が
中
心
と
な
る
た
め
で
あ
る
。
そ
れ

で
も
、
自
動
車
関
連
、
衣
類
、
教
育
な
ど

は
、
支
出
弾
力
性
が
は
っ
き
り
と
1
を
超

え
て
い
る
（
図
表
5
）。
こ
う
し
た
品
目

を
中
心
に
需
要
が
拡
大
す
る
可
能
性
が
あ

る
。

　

一
方
、
可
処
分
所
得
が
減
少
す
る
年
金

世
帯
と
単
身
勤
労
者
世
帯
で
は
、
逆
に
支

出
弾
力
性
が
高
い
品
目
を
中
心
に
消
費
が

下
押
し
さ
れ
る
こ
と
が
懸
念
さ
れ
る
。
と

り
わ
け
年
金
世
帯
は
、
世
帯
数
の
急
増
を

主
因
と
し
て
、
支
出
金
額
ベ
ー
ス
で
わ
が

国
消
費
全
体
の
3
割
を
占
め
る
に
い
た
っ

て
い
る
。
こ
の
た
め
、
シ
ニ
ア
の
消
費
抑

制
が
顕
著
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

年
金
世
帯
で
支
出
弾
力
性
が
高
い
も
の

と
し
て
は
、
靴
、
身
の
回
り
用
品
の
ほ
か
、

嗜し
こ
う好

性
や
機
能
性
の
高
い
食
品
、
ゴ
ル
フ
、

ペ
ッ
ト
関
連
な
ど
一
部
の
教
養
娯
楽
関
連

支
出
が
挙
げ
ら
れ
る
（
図
表
6
上
）。
こ

の
う
ち
食
品
は
、
軽
減
税
率
の
対
象
で
あ

る
た
め
、
今
回
の
消
費
増
税
に
よ
っ
て
購

入
価
格
が
上
昇
す
る
わ
け
で
は
な
い
。

　

し
か
し
、
高
齢
者
世
帯
の
食
品
支
出
の

内
容
を
見
る
と
価
格
が
高
い
も
の
が
多
い

（
図
表
6
下
）。
例
え
ば
、
65
歳
以
上
世
帯

の
購
入
単
価
が
65
歳
未
満
世
帯
よ
り
1
割

以
上
高
い
も
の
と
し
て
は
、
牛
肉
、
緑
茶
、

豆
腐
、
豚
肉
、
ま
ぐ
ろ
、
油
脂
、
か
に
、

た
ら
こ
、
牛
乳
、
コ
ー
ヒ
ー
が
挙
げ
ら
れ

る
。
こ
の
た
め
、
消
費
税
の
負
担
増
加
に

よ
る
実
質
購
買
力
の
低
下
を
受
け
て
、
食

品
関
連
で
も
節
約
の
動
き
が
広
が
る
可
能

性
が
あ
る
。

　

ま
た
、

単
身
勤

労
者
世

帯
で
支

出
弾
力

性
が
高

い
の
は
、

教
養
娯

楽
、
衣

類
な
ど

フ
ァ
ッ

シ
ョ
ン

関
連
、

イ
ン
テ

リ
ア
関

連
、
外

食
、
酒

類
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
消
費

増
税
に
伴
う
消
費
下
押
し
影
響
が
想
起
さ

れ
る
企
業
で
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
消
費
増
税

対
策
が
進
ん
で
い
く
と
み
ら
れ
る
。
前
回

14
年
に
は
、
増
税
に
合
わ
せ
て
新
商
品
投

入
や
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
仕
様
変
更
を
実

施
し
、
商
品
の
目
新
し
さ
、
新
機
能
へ
の

注
目
度
ア
ッ
プ
、
割
安
感
の
演
出
な
ど
に

よ
り
、
消
費
増
税
に
伴
う
悪
影
響
を
緩
和

し
よ
う
と
す
る
動
き
が
広
が
っ
た
。
実
際
、

ス
ー
パ
ー
な
ど
で
は
、
新
商
品
の
投
入
が

購
入
単
価
の
押
し
上
げ
に
つ
な
が
っ
た
。

今
回
も
同
様
の
動
き
が
広
が
る
と
予
想
さ

れ
る
。

　

一
方
、
ネ
ッ
ト
で
受
け
取
り
超
と
な
る

低
所
得
の
2
人
以
上
の
勤
労
者
世
帯
は
、

消
費
シ
ェ
ア
が
2
％
程
度
と
小
さ
い
も
の

の
、
消
費
増
税
下
で
も
売
り
上
げ
拡
大
が

期
待
で
き
る
層
で
あ
る
。
需
要
増
が
期
待

さ
れ
る
分
野
の
企
業
は
、
メ
リ
ハ
リ
の
あ

る
対
応
で
「
子
育
て
世
帯
特
需
」
を
獲
得

し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
な
ろ
う
。

（注1）総消費が１％増加した際の費目別支出増加率。 
（注2）年収250万円2人以上勤労者世帯の2000～18年データより算出。
（出所）総務省「家計調査報告」を基に日本総合研究所作成

〈図表5〉年収250万円2人以上勤労者世帯の支出弾力性

（注1）総消費が１％増加した際の費目別支出増加率。 
（注2）2人以上世帯の2000～18年データより算出。2000～14年は70歳以

上。
（出所）総務省「家計調査報告」を基に日本総合研究所作成

〈図表6〉世帯主65歳以上世帯の消費
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【購入単価が高いもの】

【支出弾力性が高いもの】


